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建築基準法が2006年以来の大改正となり、2016年6月に施行される。高齢化社会対応のための容

積率（敷地面積に対する延床面積の比率）緩和等、多くの規制緩和が規定されている中、防火設備

に関しては、防火設備検査員による防火設備の点検が新設され、点検強化が図られる。 

この規制強化の要因の1つとなった2013年10月に発生した福岡県福岡市の診療所火災では、防

火設備等の建築基準法令違反が火災被害を拡大させた。この施設では、消防法令に定める設備の点

検は実施されていたが、防火設備等の建築基準法令に定める設備の点検は対象になっていなかった。

消防法令のみならず、建築基準法令に関しても、点検の対象如何にかかわらず、建築物・建築設備

を適法状態に維持管理することは、建物の防火対策の重要なポイントである。 

そこで本稿では、福岡市の診療所火災の概要や建築基準法の改正内容を整理するとともに建物の

所有者・管理者に求められる火災リスク低減対策について解説する。 

 

 

１．福岡市の診療所火災の概要 

今回の法改正では、法定点検の対象建物の規模を全国一律で制定し、防火設備点検を創設するこ

ととなった。この法改正の要因の1つとなった福岡市の診療所火災の概要は、表1のとおりである。 

 

■表 1 福岡市の診療所火災の概要1,2 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：脚注総務省消防庁および国土交通省の資料をもとに弊社作成 

 

 

 

 

 

                         
1平成 26 年 7 月 総務省消防庁 有床診療所・病院火災対策報告書 
2平成 26 年 3 月 7 日 国土交通省 福岡市博多区診療所で発生した火災の概要等 

用途 診療所（病床あり） 

構造 鉄骨造および鉄筋コンクリート造 

階数 地上 4 階、地下 1 階 

発生日時 平成 25 年 10 月 11 日覚知 2 時 22 分 

出火場所 1 階処置室 

出火原因 電気機器の電源プラグ周辺から、接触部加

熱またはショートにより火災発生の可能性 

延焼拡大・煙伝播 拡大経路：屋内階段・上階へ通じる空間 

発生時在館者数 17 人 

被害者 死者 10 人、負傷者（重症 4 人、中等症 1 人） 

消防点検だけでは安心できない建物の防火管理 
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■図 1 診療所の状況 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：脚注国土交通省の資料をもとに弊社作成 

 

火災は 1階処置室で発生し、屋内階段、その他の上階へ通じる空間を介して 4階まで至り全焼と

なった。火災後の調査で、建物内の殆どの防火戸が閉鎖しなかったことが確認され、これが火災の

延焼および煙伝播を拡大させた主要因と考えられている。また、無届の増築、それに伴う排煙設備

未設置等、建築基準法令違反があったことが報告されている。 

防火戸等「建築物」の点検については、国の指定方針3では対象であったが、点検対象となる建物

用途と規模は、各特定行政庁4が定めることになっており、福岡市では当時点検対象としていなかっ

た。そのため、法令違反を行政が把握することができなかった。 

消防設備については、法定点検および消防の査察が実施されており、火災後の調査でも実体的な

違反は確認されていない。火災時には、自動火災報知設備は鳴動し、その他の消防設備は使用され

なかった。消防法令・建築基準法令に関する火災前の法定点検・査察および火災後の調査結果を表2

にまとめる。 

                         
3昭和 59 年 4 月 2 日 建設省 住指発第 125 号 建築基準法第 12 条の規定に基づく定期報告対象建築物の指定について 
4特定行政庁： 建築主事を置き、建築の確認申請等、建築行政全般を取り扱う地方公共団体 
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■表 2 消防法令・建築基準法令に関する法定点検および火災後調査の法令違反事項 

 消防法令 1 建築基準法令 2 

対象設備・項目 消火器、屋内消火栓、自動火災報知器、 

火災通報設備、避難器具、誘導灯 

防火設備、排煙設備、非常照明設備、 

避難経路、耐火性能、消防進入口等 

法定点検 該当（平成 24 年 11 月 27 日） 対象外 

法定点検による指摘事項 誘導灯点灯不良（1 ヵ所） ― 

行政による査察 火災前 5 年間で 5 回実施5 未実施 

査察による指摘事項 防火管理者が選任されていないことを指導 ― 

火災後調査の法令違反事項 防火管理等の義務はあったが、違反なし ・防火設備（煙感知器連動にすべきところ

旧式の温度ヒューズ式のまま） 

・防火区画(無届増築部分に設置すべき

防火設備設置が未設置) 

・排煙設備(無届増築部分の窓のない居

室に設置すべき排煙設備が未設置) 

・非常照明(廊下・厨房で未設置) 

出典：脚注総務省消防庁および国土交通省の資料をもとに弊社作成 

 

２．建築基準法令違反（防火・避難規定等）に関する調査 

福岡市での診療所火災を受け、国土交通省は全国の特定行政庁に、病院・診療所に対して、無届

の増改築がないか、さらに無届の増改築が把握された施設に対しては、建築基準法令に関する違反

がないかの緊急調査6およびその後2回のフォローアップ調査7,8を実施している。増改築の届出とは、

建築基準法上、一定規模以上の増改築は、行政に申請（建築確認手続き）を行う規定となっており、

その建築確認申請をすべきところを実施していない場合、建築基準法上の手続き違反となる。調査

対象施設全体において、無届による増改築等を把握した割合は3.6％であった。このうち、建築基準

法令違反が確認されたのは82.6％と非常に高い割合であった（図 2）。 

 

■図 2 無届の増改築確認および建築基準法令適合状況 8 

32.3% 9.7% 29.1% 28.9%
是正済 未対応一部是正済※ 是正計画提出※

82.6% 17.4%
把握なし

3.6% 96.4%
無届の増改築を把握しなかった割合

建築基準法令違反を把握

※一部是正済と是正計画提出とは一部重複があるが、重複がないと仮定して算定  

出典：脚注国土交通省の資料をもとに弊社作成 

                         
5平成 25 年 10 月 17 日 福岡市消防局 博多区住吉「安部整形外科」の火災概要について 
6平成 26 年 2 月 5 日 国土交通省 病院及び診療所の防火設備に係る緊急点検結果について 
7平成 26 年 8 月 29 日 国土交通省 病院及び診療所の防火設備に係るフォローアップ調査の状況について 
8平成 26 年 12 月 24 日 国土交通省 建築基準法違反（防火・避難関係規定等）に係るフォローアップ調査の状況について 
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■図 3 是正率の推移 6,7,8                            ■図 4 主な建築基準法令違反内容 7 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：いずれも脚注国土交通省の資料をもとに弊社作成 

 

建築基準法令違反が確認された施設のうち是正済みとなっているのは、火災後の緊急点検時で

3.3％、その約9カ月後のフォローアップ調査でも32.3％に留まっている（図 3)。行政からの指導

にもかかわらず、約 2/3の施設で是正が完了していない。これは、是正に工事を要するもの等、容

易に是正できない違反であると推察される。 

無届による増改築等を把握した施設での主な違反内容は、防火区画、耐火建築物に関するものが

約5割と最も多く、次いで非常照明、排煙設備等に関する違反が続く（図 4）。福岡市の診療所と同

様の傾向の規定違反が高い割合で確認された。 

なお、この調査で、病院・診療所での無届の増改築が把握されなかった割合は96.4％であったが、

これらの施設では、建築基準法令違反の調査がされていないため、法令違反の有無はあきらかでは

ない。 

都道府県別の無届による増改築を把握した割合は、東京・大阪圏で平均（3.6％）より割合が高い

（図5/赤色）傾向がある。地価が高い都心部では敷地面積が比較的小さくなるため、建ぺい率（敷

地面積に対する建築面積の比率）、容積率（敷地面積に対する延床面積の比率）等で、建築制限ぎり

ぎりで建てられることが多い。そのような建物では、法規上、増築が許可されないため、無届での

増築が行われることがある。それが都心部での無届の増改築の割合が高い要因の１つとして推測さ

れる。 また、都道府県別の違反に対する是正率は、診療所火災のあった福岡県では 50％以上（図

6/青色）だが、多くの都道府県で是正率が50％を下回って（図6/赤色）いる 8。  
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■図 5 都道府県別 無届増改築率 8                             ■図 6 都道府県別 是正率 8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：いずれも脚注国土交通省の資料をもとに弊社作成 

 

３．国による点検対象規模設定 

火災のあった福岡市の診療所は、国の指定方針 3では建築基準法令の定期調査報告の対象規模であ

ったが、福岡市においては報告の対象としていなかったため、行政は建築基準法令違反を把握する

ことができず、結果、適切な是正命令が実施できていなかった。 

国土交通省は今回の建築基準法改正に伴い、建築基準法令の定期調査報告の対象規模および報告

間隔を、全国一律に定めることになる。定期報告が必要な規模について、表 3に国の政令指定9と、

特定行政庁が定めている規模を示す。 

 

■表 3 建築基準法令の定期調査報告の対象規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：脚注国土交通省の資料および各行政 HP（平成 27 年 12 月時点）をもとに弊社作成 

                         
9平成 28 年 1 月 21 日 官報 第 6698 号 国土交通省告示第 240 号  

国または特定行政庁 定期報告が必要な規模 

国の政令指定 9 地階、F≧3 または A≧300 ㎡ 

札幌市 F≧3 または A≧500 ㎡ 

仙台市 F≧3 または A≧300 ㎡ 

東京都 F≧3 または A≧300 ㎡ 

名古屋市 F≧3 かつ A≧500 ㎡ 

大阪市 A≧300 ㎡ 

福岡市  地階もしくは F≧3、または、 

F≧3 かつ A≧300 ㎡ 

F：階数、A：診療所の用途に供する床面積の合計 

是正率
０％ 1００％

是正済み件数

/建築基準法令違反を把握した件数

無届による増改築を把握した件数

/調査件数

０％ 7.2％以上3.6％(平均)
無届増改築率
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４．防火設備の点検強化 

福岡市の診療所火災で防火扉が閉まらず火災被害が拡大したことを教訓に、改正後の建築基準法

に「防火設備」の点検が新設される。これまでの防火設備の点検は、主に「建築物」の点検の一部

として、防火設備の設置の有無、劣化状況等、目視を主とした点検であったが、新たに設けられる

点検では、専門の知識・能力をもつ検査員により、防火戸、防火シャッターの駆動装置の点検、感

知器を連動させた動作確認等を実施することとなった10。点検間隔は、現在の半年～3年程度（診療

所では3年が一般的）から、半年～1年間隔に短縮される。なお、建築基準法令に基づく点検と消防

法令に基づく点検の対象設備は、原則異なる。「建築物」「防火設備」「建築設備」「昇降機」の点検11

は、建築基準法令に基づく定期報告制度であり、「消防設備」については、消防法令に基づく定期点

検12がある。（表4）。 

 

■表 4 「防火設備」点検の新設 

 

５．消防点検だけでは安心できない建物の防火管理 

よくある誤解として、「消防点検をしているから、防災管理はしっかりできている」と考えている

建物の所有者・管理者が多いが、これは間違った認識である。火災のあった福岡市の診療所では、

消防設備の法定点検および消防局による査察が実施され、火災後の調査では消防法令上の違反は確

認されていない 1,13,14 。 

この診療所火災の被害を拡大させた無届の増築、防火設備、排煙設備、非常照明、廊下の避難障

害等は、消防法令ではなく、建築基準法令の違反であるため、消防点検・査察では指摘されなかっ

た15。 

建物の所有者・管理者が実施すべき基本的な防火対策とは、消防点検と併せて、建築基準法令に

関する「建築物」「防火設備」「建築設備」「昇降機」に対しても点検を実施し、適法に維持管理する

ことである。 

                         
10平成 27 年 6 月 22 日 国土交通省 「定期調査・検査を行う資格者制度の見直しについて」 
11建築基準法第 12 条第 2 項、第 4 項 特殊建築物等定期調査、防火設備定期検査、建築設備定期検査、昇降機等定期検査 
12消防法第 17 条の 3 の 3 消防用設備等点検 
13消防法施行令第 12 条 平成 28 年 4 月１日施行 福岡市の診療所火災における課題を受け、避難のために患者の介助が必要な有床診療

所・病院におけるスプリンクラー設備の設置基準の見直し(床面積 6,000 ㎡ or3,000 ㎡→原則 0 ㎡)が行われた。 
14消防法施行令第 23 条 平成 28 年 4 月１日施行 福岡市の診療所火災における課題を受け、病院・有床診療所および有床助産所における

消防機関へ通報する火災報知設備の設置基準の見直し（床面積 500 ㎡→0 ㎡）が行われた。 
15平成 27 年 12 月 24 日 消防予第 480 号 「建築物への立入検査等に係る関係行政機関による情報共有・連携体制の構築について」 川崎

市簡易宿泊所火災（平成 27 年 5 月 17 日）、広島市飲食店（メイドカフェ）火災（平成 27 年 10 月 8 日）等の課題を受け、消防部局、建築部

局および許認可等部局間における情報共有・連携体制の構築について「建築物への立入検査等に係る関係行政機関による情報共有・連

携体制の構築に関するガイドライン」が策定された 

法令 改正前    改正後 点検間隔 

建築基準法令 

建築物 
   建築物 半年～3 年 

 防火設備（新設） 半年～1 年 

建築設備  建築設備 半年～1 年 

昇降機  昇降機 1 年 

消防法令 消防設備     消防設備 半年、1 年＊ 

   ＊：消防機器点検：半年、総合点検：1 年 
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建物の防火管

建築物 

構造強度、耐火構造 

防火区画、避難経路等 

■図 7 建物の防火管理のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

６．建築基準法令違反の具体例 

建築物・建築設備の点検で確認される典型的な法令違反を、「管理上の問題」と「工事を伴う違反」

に分類したものを表 5に示す。福岡市の診療所は築40年以上の建物で、点検を行ってこなかった防

火戸が経年で不具合が生じていたことや、くさび等で固定していたため、火災時に閉鎖しなかった。

これは、管理上の問題である。対して、無届の増改築、それに伴う防火区画および排煙設備の違反

は、工事を伴う違反にあたる。 

■表 5 典型的な建築基準法令違反例 

 

弊社では、年間1,000棟程度の建物のデューデリジェンス調査16を実施しており、建築基準法令お

よび消防法令等の遵法性についても確認している。その中で、調査対象の建物が建築基準法令の定

期調査報告の対象でない建物の場合、対象となっている建物に比べて、より多くの建築基準法令違

反がある傾向が当然ある。建物竣工後、増改築等の大きな工事を行っていなくても、非常照明の不

点灯といった経年で不具合が生じる設備の機能不良は、築10年程度以上の建物では高い確率で確認

される。これは経年によるバッテリーの劣化、電球の損傷・球切れが主な原因である。その他、外

壁の劣化により外壁脱落の危険性、避難経路である廊下・階段に置かれた物品による避難障害、防

火区画の貫通処理材の脱落による防火区画不備等、経年や日ごろの防火管理を行ってこなかったこ

とによる建築基準法令違反がみられる。 

                         
16デューデリジェンス調査：不動産売買や不動産証券化等の取引に際し、建物・土地の調査・診断を行い不動産価値とリスクを評価する調査 

 管理上の問題 工事を伴う違反 

防火区画関係 ・防火戸が機能しない（ストッパー等で固定、故障） 
・防火区画が未設置（扉撤去・増築・用途変更） 
・延焼ライン内開口部に防火設備未設置 

耐火建築物関係 ・鉄骨の耐火被覆・耐火ボードの損傷 
・木造等必要とされる耐火性能を有していない増築 
・増築で耐火建築物とすべき建物になり不適合 

非常照明関係 ・未設置、バッテリー劣化、電球・蛍光灯なし ・非常照明未設置 

排煙設備関係 
・排煙窓が正常に作動しない 
・排煙オペレータ前に物が置かれて操作できない 

・排煙窓有効面積不足（閉鎖・改造・増築） 

廊下の幅員関係 ・有効幅員不足（物品設置） 
・レイアウト変更による廊下の撤去・幅員不足 
・自販機・ロッカー等の固定により幅員不足 

消火器、避難器具 

自火報、誘導灯等 

消防設備 建築設備 

防火戸、排煙設備 

非常照明等 

建物の防火管理 
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■図 8 典型的な建築基準法令違反例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．建物の所有者・管理者に求められる火災リスク低減対策 

① 日々の自主点検 

防火設備等を適切に維持管理していく基本は、まず日々の防火対策の自主チェックである。弊社

のデューデリジェンス調査やその他防災調査においても、防火戸がくさび等で固定され機能してい

ない状態や、廊下や階段に物品が置かれる避難障害等の管理上の違反が散見されるが、法定点検で

は、指摘事項になっていないことがよくある。これは、日ごろは防火管理ができていないが、点検

時だけ一時的に物品等を片付けて適法としているケースである。これでは本末転倒で、建物の所有

者・管理者は、常時適法とする管理責任17があり、避難経路となる廊下・階段等に物品を放置しない

等、日ごろから自主点検を行い、従業員への指導・教育を徹底する必要がある。 

 

■表 6 自主点検チェックリスト例 

避難経路  廊下・階段・出入口・避難バルコニーに物品が放置され避難障害となっていないか。 

 避難経路出口・途中の扉が施錠されていないか。(ホテル錠は可) 

防火区画  防火戸に変形・損傷はないか。閉鎖の障害物はないか。防火戸は確実に閉まるか。 

 電気・配管シャフト等で、防火区画の貫通処理材が脱落していないか。 

 防火ダンパー、防火ガラリが「閉」の状態となっていないか。 

自火報  火災感知器に損傷・著しい汚れはないか。 

 自動火災報知器受信盤に異常発報はないか。 

誘導灯・ 

非常照明 
 誘導灯・非常照明は点灯するか。損傷・著しい汚れはないか。 

 棚・ロッカー・商品・間仕切等で誘導灯・非常照明が隠れていないか。 

排煙設備  防煙垂れ壁に、損傷・変形はないか。 

 排煙窓前に棚・物品が置かれていないか。 

 排煙窓に損傷・腐食はないか。排煙窓は開くか。 

 排煙窓操作器（オペレーター）の前に物品が置かれ、隠れていないか。 

消火設備  消火器が放出済となっていないか。圧力ゲージの針がグリーンゾーンを指しているか。 

 消火器が製造から10年経過していないか。（10年超→水圧検査要） 

 消火器ボックス・消火栓箱が損傷・腐食していないか。開閉することができるか。 

 消火器ボックス・消火栓箱の前に物品が置かれていないか。 

 スプリンクラーヘッドが損傷していないか。高い棚等で散水障害となっていないか。 

進入口  消防隊進入口前に、物品が置かれていないか。 

                         
17建築基準法第 8 条 維持保全 

喫煙室設置により扉閉鎖 

直通階段に至る歩行距離限度超過 

ドアクローザー不良 

常時閉鎖防火戸が完全に閉鎖しない 

廊下の内装改修 

廊下の内装が準不燃材料でない 

喫煙室設置により換気口設置 

屋外避難階段から 2m 以内の開口不可 

EPS 内貫通処理材の脱落 

防火区画不成立 

喫煙室設置 

非常照明・感知器未設置 

屋内階段内に自販機設置 

階段の有効幅員不足 

消火器ボックスを廊下へ移設 

廊下の有効幅員不足 

非常照明不点灯 

バッテリー切れ 

防火シャッター下に物品放置 

防火シャッター閉鎖障害、廊下幅員不足 

常時閉鎖防火戸をくさびで固定 

防火戸閉鎖障害 

会議室設置による排煙区画変更 

排煙面積不足 

延焼防止規定に合致しない窓枠変更 

開口部が防火設備となってない 

家具設置で防煙垂れ壁一部撤去 

排煙区画不成立 

排煙オペレータ前に家具設置 

排煙オペレータ操作障害  ：管理上の問題 

：工事を伴う違反  

会議室 

（新設） 

喫煙室 

（新設） 



 

 

2016  8

9Copyright 2016 東京海上日動リスクコンサルティング株式会社

② 法定点検の活用 

消防点検に加えて、建築基準法令に基づく「建築物」「建築設備」「昇降機」の点検および新設さ

れる「防火設備」の点検については、行政に報告義務がある建物の場合は、点検を実施し、法令違

反箇所は早急に是正を行い、適切に建物の防火管理を維持していく義務が建物所有者にある。また、

報告対象となっていない建物であっても、法定点検を実施し、自主管理することによって、火災リ

スクの発見およびその低減を図ることができる。 

 

③ デューデリジェンス調査の活用 

デューデリジェンス調査は、建物・建物設備の点検の確認、遵法性、劣化状況の調査等、既存建

物の状況をトータルに評価するものである。通常、個別の法定点検では点検対象となる設備のみを

確認するが、この調査では個別の法定点検ほど詳細にはチェックしないものの、建物の建築基準法

令、消防法令等を含めた建物関連法令をトータルで確かめることができる。法定点検の対象建物で

は、点検の実施、その後の是正が確実に行われているかの確認等として活用できる。法定点検の対

象となっていない建物では、建築基準法令や消防法令違反が存在する可能性が高く、デューデリジ

ェンス調査によって、法規違反の把握およびその是正の対処を進めることが期待される。 

 

８．おわりに 

福岡市の診療所の火災被害を拡大させた防火戸の閉鎖障害といった建物設備の不適切な管理は、

残念ながら他の多くの建物でもみられる。今回の法改正により、多くの建物が点検対象となり、ま

た防火設備に対しては、より厳格な点検が実施され、消防設備のみならず、建物全体の防火設備の

適法化が進むことが期待される。 

弊社による建物のデューデリジェンス調査、その他の防災調査においても、防火設備の適法化、

そして建物の所有者・管理者の防火対策の意識向上を図り、トータルの火災リスク低減に、引き続

き努めていきたい。 

 

■写真 1 駐車場となっている福岡市の診療所跡地 

 

(2015 年 11 月 26 日 弊社撮影) 

[2016年3月17日発行] 
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※本稿は、弊社発行の TRC EYE vol.299 「消防点検だけでは安心できない建物の防火管理」（2016 年 1 月

19 日発行）を加筆・修正の上、発行しています。 
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